
 

 

 

サウジ流の「市場安定化」 

石油輸出国機構（OPEC）にロシアなどが加わった「OPEC プラス」は、サウジアラビ

ア、アラブ首長国連邦など 8カ国が、5月から自主的に減産することを明らかにした。金

融市場は、原油価格の上昇とインフレ再加速、景気への悪影響を警戒する。 

なぜ今、減産なのか。サウジは「石油市場の安定を支える目的の予防的措置」と説明す

る。米国のバイデン政権がいう「石油市場の安定化」は産油国に原油の増産を促し、価格

低下につなげるという意味だが、サウジがいう市場安定化の意味はかなり異なる。 

サウジのアブドルアジズ・エネルギー相は、現物の原油の需給バランスの変化と比べ先物

価格の変動が大きすぎるのが問題と指摘する。そういう前提の「安定化」は先物価格をあ

る程度の幅の中に落ち着かせることを意味する。 

先物価格の変動が激しい理由の一つは世界的に原油の追加供給能力が乏しいことだ。需給

調整の「のりしろ」が小さいから、価格変動が極端になりやすい。だから、新たな開発投

資を導くような価格水準が望ましい。これが近年のサウジの基本的な考え方だ。 

脱炭素化に向けたエネルギーの転換期を迎えても、世界は今後かなりの期間、石油の供給

を必要とするから、開発投資は欠かせない。そういう考え方もサウジでは強い。 
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2020 年に原油価格が暴落した後、OPEC プラスはサウジの主導で毎月こまめに生産量を

調整し、目先の需給のタイト感を保ち価格を回復させた。だが、22 年秋以降、月次の生産

調整を見送っているうちに価格は下がり、3 月には国際的な指標である北海ブレントの価

格が一時、1バレル 70ドルの水準まで下落した。 

その後、価格は少し持ち直したが、ヘッジファンドなど現物の石油と関係ない投資家が、

米欧の一部銀行の経営不安に伴う景気後退の思惑から原油先物の売りに傾くのは、サウジ

として放置できない。 

先物市場の売り方に対するけん制として、サプライズ感のある追加減産を発表した。サウ

ジ流の市場安定化の考え方を踏まえると、今回の動きは理解しやすいだろう。 

発表通りに減産すれば、4～6月期中に需給が締まり在庫の取り崩しが進む。その結果、先

物価格が大きく上振れしたら、サウジはどうするのか。それが次の注目点だ。 
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スシロー、廃食油から航空燃料 

回転ずし「スシロー」を運営する FOOD&LIFE COMPANIES（F&LC）は 5 日、店舗から

出る廃食油を利用して持続可能な航空燃料（SAF）を生産すると発表した。全国約 680店

舗で使用した廃食油を回収し SAFの原料として引き渡す。生産開始に向け日揮ホールディ

ングスなど 3社と基本合意した。2025 年から国内航空会社への供給を目指している。 

F&LCは同日、日揮 HDと廃油再生のレボインターナショナル（京都市）、SAF 製造のサ

ファイア・スカイ・エナジー（横浜市）と基本合意書を交わした。国内で展開するスシロ

ーと居酒屋業態の「鮨 酒 肴 杉玉」の店舗が対象で、天ぷらやフライドポテトなどの

揚げ物の調理で使った廃食油を活用する。提供する廃食油は年間約 90万㍑を見込んでい

る。 

F&LCの店舗から提供された廃食油をレボインターナショナルが収集し、日揮 HD が堺市

に建設中の SAF 製造プラントへ運ぶ。サファイア・スカイ・エナジーが SAFを製造し、

年間約 75万㍑の生産を計画している。早ければ 24年中にも生産を始め、25年からの供

給を目指している。 

2023 年 4 月 7 日  担当 アノジ 

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=1963
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=1963


国際民間航空機関（ICAO）は国際線の航空機が排出する二酸化炭素（CO2）を 50 年まで

に実質ゼロにする方針を打ち出している。日本政府も 30 年に国内航空会社の燃料使用量

の 10%を SAFに置き換える目標を掲げており、輸入だけでなく国産 SAF供給網の整備が

急がれている。 
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朝日新聞が値上げ「報道の質を維持し、安定発行するため」 

 朝日新聞は 2023 年 4月 5日の朝刊 1面に掲載した社告で、購読料の値上げを発表し

た。朝日の値上げは 21年 7月 1 日以来、1 年 10 か月ぶり。その前の消費税転嫁分をの

ぞく本体価格の値上げは、さらに 27 年 7 か月前の 1993年 12月だった。新聞用紙の価

格高騰を背景に、異例のハイペースで値上げに踏み切った。  地域紙や夕刊紙、スポー

ツ紙が相次いで値上げする一方で、読売新聞は「少なくとも向こう 1 年間」は値上げしな

いことを発表。こういった中での朝日の値上げで、全国紙の間でも対応が分かれたことに

なる。朝日は東海 3 県で夕刊の発行をやめることも発表。3 月末の毎日新聞に続く動き

で、市場の縮小が続いている。 ■「本文で使う文字を 12 年ぶりに拡大し読みやすくしま

す」  社告によると、朝夕刊セットで月額 4400円（税込）の購読料を 5月 1日から

4900 円に引き上げる。朝刊のみ（統合版）の地域は 3500 円から 4000円になる。朝刊

1 部売りも 160 円から 180円、夕刊も 60円から 70円に値上げする。いずれも 10％を

超える値上げ幅だ。  社告では、値上げの経緯を次のように説明。最初に新聞用紙の高

騰に言及した。 「新聞用紙など原材料が高騰し、みなさまにお届けする経費も増加して

います。コスト削減を続けていますが、報道の質を維持し、新聞を安定発行するため、ご
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負担をお願いせざるをえなくなりました」  「本文で使う文字を 12 年ぶりに拡大し読み

やすくします」とも説明。「情報はこれまで通り十分にお届けします」と断ってはあるも

のの、用紙代がかさむ増ページは現実的ではなく、文字数は減るとみられる。  日本

ABC協会がまとめた 22年下期（7～12 月）の平均販売部数は、読売新聞 663万 6073

部、朝日新聞 397万 4942 部、毎日新聞 185万 9147部、日経新聞 168万 0610部、産

経新聞 99万 9883部。「コロナ前」の 19 年下期と比べた減少率は、順に 16.4％、

26.0％、19.9％、26.1％、26.4％で、3年で部数の 4分の 1が消える状況だ。読売新聞

は 3月 25日の朝刊 1面の記事で「少なくとも 1年間」値上げを見送ることを発表。朝日

新聞は逆の判断をしたことになり、残る 3社が追随するかが注目される。 

「東海 3県では朝刊だけを希望される方が増えており」 

 朝日は同時に、5 月から東海 3県（愛知、岐阜、三重）で夕刊の発行をやめることも発

表。新聞業界では、朝刊または夕刊の片方しか購読しない「セット割れ」が問題化してお

り、名古屋本社版 1 面の社告では「東海 3県では朝刊だけを希望される方が増えており、

朝刊のみをお届けすることにしました」と説明している。  前出の 22 年下期（7～12

月）の平均販売部数によると、朝日の名古屋本社版の部数は朝刊が 21万 7903部、夕刊

が 4万 1036 部。19年下期と比べると、それぞれ 24.9％、29.7％減少している。  朝

夕刊両方を購読する「セット率」をみると、22 年下期は中日新聞 12.0％、朝日新聞

18.8％、日経新聞 49.3％、毎日新聞 25.7％だ。東海地区では朝日が毎日に次いで夕刊の
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発行部数が少なく、毎日は 23年 3月いっぱいで夕刊の発行をやめている。朝日新聞が全

国で発行している夕刊部数は 123万 5184 部で、セット率は 31.1％だ。全国平均よりも

低いセット率や部数の減少を背景に夕刊の休刊を決めたとみられる。  
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電気代値上げ、6月以降に 

燃料価格の高騰を受けて、東北電力など電力 5社が申請していた電力料金の値上げ時期が

6 月以降に先送りされる見通しであることが分かった。電力会社は 4 月からの値上げを申

請していたが、経済産業省は値上げの妥当性などの審査にさらに時間が必要とみている。

値上げ幅もさらに縮まる可能性がある。 

東北、中国、四国、北陸、沖縄の 5 電力は 4月からの料金引き上げを経産省に申請した

が、経産省は燃料価格や為替水準が当初の算定根拠に比べて和らいでいるとして各社に見

直しを求めた。5電力などは 4 月 4日に再計算の結果を公表した。 

値上げ幅の再算定は経産省の電力・ガス取引監視等委員会の専門会合で議論中だ。今後も

燃料の調達コストや人件費を含む経営効率化などの観点について算定の妥当性を詰める必

要がある。4日に開かれた専門会合の出席者からは現在の値上げ幅に圧縮余地があるとの

指摘もあった。 

経産省は消費者庁との協議のうえ、実際の値上げ幅や実施時期を決めるが、議論や手続き

に一定の時間がかかるとみて 4～5月の値上げは難しいとの見方に傾いている。 
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樹脂コンパウンド事業（DIC） 
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無機系抗ウイルス剤（DIC）サンゲツ製品に採用 
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